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1-1. UMX： Urban Mobility‐Life Transformation
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図 ポストコロナの多様化する都市活動（例：勤務日）

図 周辺都市機能と一体連携した基幹公共交通軸 ※

図 生活圏に身近な新たなモビリティ

図 人口減少・少子高齢化時代の都市構造再編

1.背景とトレンド

全国で人口減少・少子高齢化、都市インフラの老朽化、気候変動等が本格的に

進行している。都市の機能や施設を集約し地域間の交通や情報の流れを連携・

効率化するコンパクト・プラス・ネットワーク施策による都市構造再編を、確

かな実効力を携えて進めていく段階にある。

また、近年、テレワークや公共空間での活動の多様化等の新たな生活様式、

GSMやPM等の身近で環境に優しいモビリティの普及、シュアリングエコノ

ミーの導入、ビッグデータや自動運転、MaaS等の技術革新が進んでいる。

モビリティ革命の時代にあっては、こうした取組を、MM（モビリティ・マネ

ジメント）等も取り入れ各地域で的確に実行し、モビリティを介した都市生活

のポジティブな転換が志向される。

※出典：宇都宮市「都心部まちづくりビジョン～LRTを基軸とした公共交通と一体となった都心部の更なる活性化に向けて～（令和4年2月版）」

今後の都市交通施策として、デジタル技術も活用し、基幹公共交通軸や交通結

節点の持続・再生を図りつつ、多様な交通モードの連携、ウォーカブルな空間

形成、モビリティハブや魅力的なモビリティの導入により、都市生活における

一人一人のWell-beingを向上させる、質的な側面に届き、かつ、多様な個人

属性、多様な活動に対応したきめ細やかでインクルーシブな施策が求められる。



公共交通沿線に
多様な都市機能施設が
高密度に集積し巡れる

1-2. 人の移動＋活動を捉える必要性
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1.背景とトレンド

Well-being

持続可能性

• まちなかへの日常的な来訪者

• 施設の利用者・リピート数

• 公共交通の利用者数

• 道路の交通量、環境

（CO2排出、維持管理等）

• 災害へのリスク

• 歩いて暮らせるまち「○分都市」

（クロノアーバニズム等）

• 高齢者等の活動・移動アクセス

• 現役世代の円滑で快適な移動

（子育世帯の送迎等）

High Level

交通ネットワーク

都市機能

人口

送迎

ネガティブなライフスタイル

多様なモビリティ
の円滑な乗り継ぎが

実現する結節点

交通安全・静穏化
ストリートファニチャ等が充実し

居心地よく自然豊かで
多様な活動が生じる公共空間

移動制約者も都市内を活
発に活動・移動

ポジティブなライフスタイル

乗り継ぎの待ち時間
や移動が不便

自動車渋滞や環境問題
公共交通混雑、災害

物流との錯綜による危険

公共交通沿線に生活
利便施設が不足

交通空白地に住み
外出したくてもできない

どんなライフスタイルか？各人の活動と移動

受診
自宅

勤務

自宅

自宅

買物

防災、環境、産業...etc

高齢者や子育て世帯等の多様な人々が、日々の活動時間を有効活用し、ストレスなくシームレスに移動できるまちづくりにおい

て、パーソントリップ調査等により、個人属性別の一連の移動・活動（トリップ・チェーン）を位置情報や時間とともにデータ

で可視化し、分析・評価を行う意義は大きい。また、都市機能・居住地の配置や、防災、環境、産業等の様々な分野との関係性

の観点から、有機的に都市交通を捉えることが重要であり、多面的な分析・評価により、都市総体での人々のライフスタイルを

明らかにする必要がある。

都市生活における人々の移動には、ある場所での活動という目的が伴う。都市の人口密度やインフラ整備状況に基づく評価は一

定程度実施されてきたが、今後は、実際に様々な人々がどこでどのように活動しているか、様々な活動へのアクセシビリティは

確保されているか、アクセスのための移動手段や時間は人々にとって満足のいくものになっているか、といった動態面について

重点的に考慮していく必要がある。



1-3. 交通行動分析手法の潮流
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1.背景とトレンド

図 ABSのアウトプットデータイメージ

近年は、人々の個人属性と１日の詳細な活動・移動データ（非集計データ）を再現可能なシミュレーション技術（アクティビ

ティ・ベースド・シミュレータ（ABS）※、生成AI等）が登場している。現実の事象（都市生活者の行動原理や意思決定等）の

モデル化、非集計データ生成により多角的な分析を実現する現況推計はもとより、詳細の将来データを推計することで、模擬環境

で、今後取り得る様々な都市交通施策とその効果を再現し、最適解を事前検証する手法としての活用が期待されている。

各個人の1日の活動・移動データ（アクティビティ・ベースド・シミュレータ※ による生成）

都市内の人々の様々な交通に関わる行動を、現実の都市で観測されたデータから、どういった属性の個人が、どういった場合に、どのような選択行動をとるか、効用が最大化する意思決定（合理的な行動）に着目して、離散選択モデ

ルに代表される確率モデル（アクティビティ・ベースド・モデル：ABM）を用い、仮想的に推計し再現するコンピュータプログラム。まず活動（アクティビティ）の発生を推計し、その活動を行うための移動が発生する仕組み。モデ

ル構築では、サンプルデータから数理モデルを仮定し、その説明変数（パラメータ）を特定（パラメータ推定）。結果、データやパラメータを変化させることで、地域性や施策の実施の有無等を表現でき、現況再現だけでなく将来予

測等で用いることが可能になる。

※ ABSとは？

一方で、目的に応じたシミュレーションの活用方法、精度や留意点等が共有されていない点、モデル構築にコストが係る点等が

課題となり、広く活用されるには至っていない状況であった。

ABSと四段階推定法との違いは、国総研ABS技術検証レポートのp5等を参照のこと https://www.nilim.go.jp/lab/jcg/pdf/commitee-2/gijutukennsyuurepoto.pdf

交通行動分析において将来の都市交通状況を予測・把握するためには、従来より四段階推定法等の集計的な手法が用いられてきた。

https://www.nilim.go.jp/lab/jcg/pdf/commitee-2/gijutukennsyuurepoto.pdf


1-3. 交通行動分析手法の潮流
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1.背景とトレンド

図 広域から狭域に至る人の流動の把握イメージ 図 代表的なビッグデータの特徴

データの概要 時間・空間 属性情報

ビ
ッ
グ
デ
ー
タ

携帯電話基
地局

携帯電話が基地局
と交信をした履歴

数秒～1時間程度で
基地局単位で人の移
動を把握可

性、年齢等
把握可能な
場合あり

GPS
データ

スマホのアプリ等
のGPSで測位した緯
度経度情報

数秒～数分間隔で緯
度経度単位で人の移
動を把握可

性、年齢等
把握可能な
場合あり

Wi-FI
パケット
センサー

Wi-Fiを利用してい
るスマホ等とアク
セスポイントの交
信履歴

数秒間隔で設置地点
間の回遊行動を把握
可

－

レーザーカ
ウンタ

レーザーの反射光
から感知した人の
動き

連続的に設置地点の
断面交通量・歩行者
数等を把握可

－

交通系
ICデータ

改札等でICカード
リーダで読み取っ
た利用履歴

連続的にICカード利
用者の駅バス停毎の
乗降数等を把握可

性、年齢等
把握可能な
場合あり

パーソン
トリップ調査

統計的精度を担保
した無作為抽出に
よる調査

10年に1度等にゾー
ン単位で人の移動を
把握可

性、年齢、
世帯、免許
等が可能

国総研では、全国の都市で活用可能なアクティビティ・ベースド・シミュレータ（ABS）の開発、パーソントリップ調査やビッ

グデータ等の活用技術の研究、成果展開を進めてきた。

人流ビッグデータも登場し、都市のデータ収集の取り組みが進展し、シミュレーション技術と各種データとの組み合わせによる

現況再現性の向上や、使い分けによる有効活用が期待される。



1-4. これからの都市交通プランニング：体制
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1.背景とトレンド

住民

関係部局

民間

説
明

説
明

都市・
交通部局

照会・調整

ひとたび政策が進むと

後戻りが難しい

インフラ整備や都市計画を

決定説明のための定量的根拠

Plan

共有すべきビジョン・プランを議論するため
基盤としてのデータ・シミュレーション

将来の様々な可能性を考慮

Aシナリオ

Cシナリオ

Bシナリオ

Dシナリオ Vision Plan

シナリオ
プランニング

ビジョン・プラン
官民PF（協議会等）

共通のビジョン・プランを参照しながら、各主体が取り組み

コーディネート

これまで これから重要になる視点

都市・
交通部局

住民 民間
子育・医療・福祉・健
康・環境・防災・経済・
DX等の部局

将来に向けて、多様な主体が共有すべき都市のビジョン、プランを議論するための基盤として、データ・シミュレーション活用の

重要性が増している。社会課題や新技術が急速に変化し、不確実な要素が多く未来の予測が難しい時代の中で、多主体が協働し、

迅速かつ効率的に検討するためには、官民共創の体制のもと、将来の様々な施策の可能性とその効果をシミュレートし比較する手

法を取り入れ、データビジュアライゼーションにより、最適な方向性を議論する材料とする必要がある。

各都市が目指す姿や実現に向けたマスタープランニングのアプローチは、都市交通分野に限らない多分野での各施策の相互作用

や、地域特性・実情を一層加味する内容に進化してきており、地域の様々な主体である民間や都市・交通以外の部局との連携に

より創意工夫し、地域の総力戦で進めていくことが重要である。一方で、多岐に渡る主体間の協働の難度は高い。こうした中、

人々の交通行動の実態データは、共通認識のためのエビデンスデータとして有効活用されてきた。



1-4. これからの都市交通プランニング：進め方
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1.背景とトレンド

都市計画運用指針第 12版（令和 6 年3月 29日一部改正）における「都市交通調査」の定義

交通施設の都市計画に当たっては、おおむね 20 年後を目標とし、大都市、地方都市を問わず、通勤通学等日常交通活動の広がりの観点から一体的な圏域を形成している都市圏を対象に、交通実態の把握・分析、目指すべき都市構造や土地利用を踏まえた将

来交通需要の予測を行ったうえで、都市の骨格を形成する交通施設等の必要性及び規模に関し総合的な検討を行うことが望ましい。また、これまで最重要課題としていた渋滞緩和・解消の観点に加え、人々の活動機会へのアクセス、移動格差の解消、交通安

全、カーボンニュートラルの実現、防災性の向上など、より幅広い都市の課題への対応の観点も含めて、交通実態の把握、分析を行うとともに、将来のありうる姿に関するシナリオ分析を、シミュレーション等を活用しながら実施し、都市や交通の関わるビ

ジョンや計画を作成し、施設整備のような実現に長い期間を要するものだけでなく、短期間で実現できるものも含めて、施策や各種の取組みを提案する総合的な検討を行うことが望ましい（これらを総称して以下「都市交通調査」という。）

プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
技
術

デ
ジ
タ
ル
技
術

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

タ
ス
ク

中
長
期

各
種
技
術

都市交通基盤 実態把握 データ分析 予測・方向性の評価 ビジョン・計画策定 施策実施 マネジメント・効果の評価合意形成

データ処理・
保管インフラ

地域のビッグ
データ等

★業務が効率化され短期計画や機動的な検討も可能に

データの
収集・蓄積

データの
可視化

SNS、リモート
技術等も活用し

た普及啓発

データ
オープン化

分析
ツール等

分析
ツール等

＜現況再現＞
行動モデル等

モデル
改良

＜将来推計＞
行動モデル等

OSSを機能
改変・拡張

実効性に
関する評価

民間や
市民も活用

民間や
市民の理解

議論が
円滑・効率化

将来データを予測
複数シナリオ検討

課題把握が
高速高度化

実態の効率
的な把握

現況データを
低コストで再現

中期計画 長期計画
（柔軟な軌道修正）

各都市において都市交通プランニングの詳細過程を見直しつつ、シミュレーションをはじめ各種デジタル技術の適切な導入が求

められる。導入により、検討主体がより自主性をもって業務実施できると共に、関係者が参画しやすくなる。



2-1. 目的と目指す姿
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多様な主体が共に都市の将来像を描くための基盤として、行政の都市計画・交通部局のみならず、多様な部局や民間、市民が、

データ・シミュレーションに触れ、利用しやすい環境の構築を目指す。

2.目的と目指す姿

特に、人の活動を明示的に扱う新たな交通行動分析手法（アクティビティ・ベースド・シミュレータ（ABS）等）では将来シナ

リオ分析等が可能となるため、ABSの普及により、 Well-beingと持続可能性を両立した都市交通のプランニング（ABP: 

Activity Based Planning）を各都市で実施できる環境の構築を目指す。

ABS等のシミュレーションが、

都市交通を含めた多様な

分野の施策で活用され

役立っている。

自治体や関連する技術者が

容易にシミュレーションや

その結果を活用できる。

保有するデータや技術力に応じ、

より高度な検討も可能になる。

産学官の

多様な主体が参画し、

シミュレーションの改善・

新規開発が持続的に行われる。

モデルやシミュレーションを扱うことは、目に見えづらい複雑な現象の本質を捉えようとする行為に他ならない。



2-2. ターゲット別の活用シーン
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✓ 基礎的な将来シナリオや現況の結果に関して、自治体職員が主体的かつ簡便に

確認・分析し、施策検討や関係者とのコミュニケーションの材料にできる。

✓ 類似した都市での分析内容や結果を参照することで、自身の都市の課題や固有

の特長の把握、取り組みの検討の参考にできる。

✓ 詳細な分析・シミュレーションを外部発注する際も、データ取得・プログラム

構築を一から行う必要がなく、機動的に対応できる。

交通事業者等が、将来的な利用者の動向をふまえながら、戦略や利用促進のた

めの取組等を検討することができる。

まちづくりに係る主体が、現状の人の移動・活動や取り組みの効果を確認でき

るようになることで、施設立地、エリアマネジメント等の取組の検討材料にで

きる。

都市や交通に関する行政等の取組をサポートするコンサルタントや大学が、シ

ミュレーション結果に基づいて、より効果的な提案・アドバイスができるように

なる。

シミュレーションを活用した都市交通プランニングが一般的になり、ベンチマー

クデータ等も充実することで、民間や研究機関等がシミュレータの新規開発やビ

ジネス展開を行いやすくなる。

2.目的と目指す姿

自治体での活用

民間事業者での活用

コンサルや大学での活用



3-1. 将来シナリオ分析
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将来的な人口変化や居住集約等に対して、人の移動・活動の変化が推計できる。また、道路、鉄道、バス等の交通ネットワーク

の変化、商業施設や公共施設等の都市機能配置等による人の移動・活動の変化が推計できる。

将来シナリオ案や施策案に対する人の移動・活動の変化が推計できる。

3.ABSの強み

例えば、テレワークの普及、自動車保有の減少等によって人々の行動特性が変化した場合、交通事業者の経営難によって公共交

通が急速に衰退した場合、課題解決に向けて各種都市交通施策に取り組んだ場合など、複数のパターンのシナリオ分析を行い、

幅の中で都市戦略を立案し、不確実な将来に備えることができる（シナリオプランニング） 。

起こりうるベースの変化

テレワークの普及や
自動車保有をしなくなるような
ライフスタイルの変化

自動運転の普及
担い手不足による
公共交通の衰退

人口減少・高齢化

シナリオA

都市交通の施策

シナリオB

シナリオC

趨勢

交通手段の使われ方

施策の実施による変化

将来の人の集まる場所 徒歩と公共交通で
暮らせる人の割合

社会情勢の変化

都市のコンパクト化

道路や公共交通の充実 中心市街地まちづくり

現状
○％

将来
●％

課題進展



3-1. 将来シナリオ分析
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長期のバックキャスト型の進め方への応用が期待できる。

3.ABSの強み

各時点における複数のシナリオパターンの幅（スコープ）が明確化されることで、長期的な都市の理想像とのギャップの事前把握

が行い易くなる。現場のUI（ユーザーインターフェース）として実装することで、変化に合わせた素早い対応も可能となる。

従って、地域の産・学・官連携による共創の場といったイノベーションが生まれやすい推進体制、新たなアイデアを考慮できる確

率モデルへの改良（カスタマイズ）等と組み合わせることにより、①変動性（人口減少、都市の縮退、新たな技術進展等）、②不

確実性（気候変動による自然災害の激甚化、新型コロナ等）、③複雑性（都市の生活ニーズの多様化、グローバル化等）、④曖昧

性の、VUCA時代においても、中長期で、将来あるべき理想像を描き実現するバックキャスト型の進め方への応用が期待できる。

過去の実績等から趨勢の変化を予測し、現況での課題解消（できることは何か）の視点で短・中期の施策を設定す

る。その積み上げの延長線上に将来像を掲げる。各時点での説明ストーリーが組み易く短期施策に有効な一方、過

去のデータや経験、現実に必要以上に捉われ、長期的にみた将来の発展性が狭まる可能性がある。

将来あるべき理想像を先に掲げ、現時点で到達可能なスコープとのギャップを明らかにし、ギャップ解消（何を

すべきか）に必要な新たな選択肢（アイデア創造）、ステップを探求しながら進める。イノベーション等の重要

な成長や変化を組み込み、高い理想像を実現することが可能になる。アイデアの源泉となる体制構築も重要。

実態調査で更新

長期フォアキャスト型 × シナリオプランニング 長期バックキャスト型 × シナリオプランニング
（時間軸）

実態調査で更新
シナリオA＋B施策

シナリオA施策

シナリオC趨勢施策実施

②達成度の
ギャップを
逆算で把握し
埋める

①将来あるべき
理想像

スコープを明確化

シナリオD課題進展

（取組と目標実現）
GOAL

到達点

③シナリオX施策

共創の場等での
アイデアの着想 ④X施策の

新たな
展開モデル

スコープ拡張

シナリオA施策

シナリオC趨勢
シナリオD課題進展

施策実施

スコープを明確化

（時間軸）

（取組と目標実現）

？

到達点

シナリオA＋B施策

各時点の延長路線上から
予測される未来



3-2. 多面的な分析と総合評価
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人の移動・活動を起点に様々な指標を算出可能なため、都市の多面的な分析・総合評価に活用できる。

3.ABSの強み

出典：東京都市圏交通計画協議会「東京PTインフォグラフ」

ダッシュボードを活用した多面的な分析イメージ

また、まちなかの来訪者数や公共交通利用数等の観点からの都市の持続性を評価するのみならず、滞留人口や道路交通量等の

集計量から、環境、防災、都市の維持管理等に係る多様な指標を算出し、総合的な都市の評価を行うことができる。

図 複数の属性項目等を活用した多面的なクロス分析イメージ

鉄
道

バ
ス

自
動
車

自
転
車

徒
歩

帰宅

通勤 通学

業務 私事

非高齢

高齢

就業

非就業

免許有

免許無

目的 年齢 就業 免許

交通手段別トリップ数 集中トリップ数 トリップ時間帯

Q ○○都市圏の高齢者はどんな移動をしているか？

８
時

12
時

17
時

高齢者の外出、子育て世帯の送迎等の個人の暮らしに寄り添った課題の把握など、多面的な分析に活用できる。



3-2. 多面的な分析と総合評価
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3.ABSの強み

総合的な評価のイメージ

出典：国土交通省「立地適正化計画作成の手引き【資料編】（令和6年4月版）」



3-3. 現況補完データとして活用
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パーソントリップ調査で、詳細な空間解像度で精度担保したデータを取得するにはコストがかかるため、調査実施が課題とな

ることがある。そこで、パーソントリップ調査結果をシミュレーションで補完することで、詳細な空間解像度での動きを把握

でき、施策検討に活用できる。

3.ABSの強み

ゾーン単位での統計的特徴を把握

パーソントリップ調査

＋

ABS

大きなゾーン 実際の統計的特徴を把握可能

各詳細なゾーン 大きなゾーンの統計的特徴を加味しながら

推測（現実ではなく推測値）

調査や人流ビッグデータでは把握が難しい、詳細な空間解像度や属性の動きを補完的に把握できる。

人流ビッグデータでは“限定的な”属性情報や目的等が付与された一日の移動・活動のデータが推計できる段階にある。

※サンプルを多くすることで詳細なゾーン

単位も把握できるが、調査コストとのト

レードオフとなる

全ての人口に対して、

詳細なゾーン単位で推計

現況補完データ

※ABSをパーソントリップ調査と整合するように補正（チューニング）することで生成



複数のシナリオパターンの幅（スコープ）が明確化されることで、長期的な都市の理

想像とのギャップの事前把握が行い易くなる。

現場のUIとして実装することで、変化に合わせた素早い対応も可能となる。

4-1. 各主体の役割と連携
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4.エコシステム

主体 主な役割

国土交通省 国総研、都市局、地方整備局等 国総研ABSの提供、コミュニティの形成支援、プラットフォーム構築と運用等

地方公共団体 都道府県・市区町村 ABSを活用した都市交通プランニングの実施等

民間事業者 ①コンサルタント 地方公共団体等のABS活用支援等

②交通事業者・まちづくり団体等 ABSやデータの事業展開やまちづくりの検討への活用

③データプロバイダ データ、アプリケーションの提供等

④イノベーション企業 シミュレーションの改善・新規開発、ユーザーインターフェースの開発等

研究機関 大学等 地方公共団体等のABS活用支援、新技術・知見の提供、民間との共同研究等による技術開発、人材の育成・輩出等

都市

交通
防災

福祉

子育て

地方公共団体

国

国総研ABS
（ベンチマーク）

事例・
各種情報

検証
データ

コンサルタ
ント

交通
事業者

まちづくり
団体

イノベ
企業等

データ
企業

情報の活用
検証データ活用

民間事業者での
ABSやデータの活用

政策検討・
ABS活用支援

共同研究による新技術開発

産
◯◯大学

△△大学 □□大学

検証データ活用
教育目的等でのABS活用

新技術・知見の提供

人材（学生）の育成・輩出

ABSを活用した
都市交通プランニングの実施

アプリ等の情報提供 学

地域の大学等による
政策検討・ABS活用支援

人材（学生）の育成・輩出

（プラットフォーム）

国主導により、産学官の多様な主体が参画しシミュレーションの活用・開発等が持続的に行われるエコシステムの構築を目指す。

情報等の活用 事例の提供
シミュレーション・
アプリ・データ等の提供



4-2. 国総研ABSの概要と役割
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国総研では、アクティビティ・ベースド・シミュレー

タ（ABS）のプロトタイプ版を令和6年10月より貸出

開始した。

4.エコシステム

将来、本リリースするシミュレーションプログラムは

OSSとして公開し、民間等の多様な主体による拡張や

新規開発に取り組みやすい環境を実現する。

国総研ABSプロトタイプ版はフラグシップアプリと位

置付けられ、エコシステムが整うまでの活用機会を提

供するとともに、他のシミュレータのベンチマークの

役割を担うことを想定する。

立地適正化、公共交通利用促進等の様々な施策の

現況分析・将来推計・施策評価へ

各個人の１日の活動・移動データ

※標準的なモデルは全国PT調査データを用いて作成

補正して更新

国総研ABS

各都市圏で調達が必要

インプットデータ
（人口、施設、交通サービス等）

地域特性を加味した

アクティビティ・ベースド・モデル

標準的な※

アクティビティ・ベースド・モデル
小サンプル

都市圏PT調査データ

人流
ビッグデータ等

各都市圏で任意で調達

各都市圏で任意で調達

補正

※国総研ABSの詳細は参考p31及び以下のHPを参照
https://www.nilim.go.jp/lab/jcg/committee_2.html

シミュレータに各都市圏のデータをインプットするこ

とで、各個人の1日の活動・移動データを再現でき、

更に地域の人流ビッグデータ等を加えることで、地域

特性を加味した内容に補正することも想定できる。

https://www.nilim.go.jp/lab/jcg/committee_2.html


4-3. ABS活用成功のポイント
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4.エコシステム

シナリオプランニング 実態データとの使い分け アカウンタビリティの確保

複数パターンのシナリオを用意し、一定の幅の中

で政策検討をすることが有効。

シナリオ分析をする際には、様々な変動要素を

含む。例えば、インプットデータとして、将来

人口等を準備する必要があるが、将来人口自体

が予想とは異なってくる可能性がある。

また、将来を推計し活用する際には、モデルが

有するダイナミクスを念頭に置くべきで、その

ままモデルを適用した場合、現況の行動特性が

将来も継続することを前提にしている点も注意

が必要である。

よって、1つのシナリオだけで将来を見通そうと

するのではなく、複数シナリオで幅をもった検

討をすること、そして、あくまで皆で考えるた

めのツールであり、機械的なフレームワークに

終始しないことも重要である。

現況分析はABSの推計データのみに依存する

のではなく、適切な実態データの取得が必要。

ABSにより得られるデータは推計値であり、

統計的な観点から精度を説明できない点には

留意が必要である。

特に、国総研ABSは、全国の平均的な行動特

性をモデル化しているため、モデルの振る舞

いとして、各地域の行動特性は十分には反映

されていない可能性がある（地域でカスタマ

イズすることも考えられる）。

重視する指標については、パーソントリップ

調査や人流ビッグデータ等で実態を把握する

ことが必要で、特に事業評価等の精度の説明

が重要な場面では、大規模なパーソントリッ

プ調査も検討することが重要である。

専門技術者の確保・育成、または地域の大学等か

らのサポート等を必要に応じて求めることが重要。

左記の要因以外にも、シミュレーションは確率

モデルを用いているため、結果には誤差が含ま

れ、その解釈等には留意が必要である。また、

時代に合わせて考慮に入れるべきサブモデルも

変化していく。

活用する際には、パーソントリップ調査や人流

ビッグデータ等と比較して再現性を確認し、乖

離が大きい場合には、補正（チューニング）を

適切に行うことが望ましい。

専門技術者の確保・育成、外部委託、地域の大

学等からのサポート等により、技術面でのアカ

ウンタビリティを確保することが重要である。



全国の各都市において、シミュレーション技術を活用した

効果的・効率的な都市交通プランニングの実現へ。

19

5.重点アクションとステップアップ

認知・興味

比較・検討

実用・リピート

Ⅰ 国総研ABSの継続改良

実務での活用拡大

国以外の主体が開発や拡張及び活用を行いやすいような

Ⅳプラットフォームの構築国と関心層による

Ⅱユースケース・活用事例の蓄積

Ⅲコミュニティの形成
国によるABSのプロトタイプ開発

• 多様な都市・施策を対象にしたユースケース・

活用事例の蓄積

• ABS改善、R7全国PT対応、機能拡張

• 都市交通分野での関心ある自治体やコンサル等

とのコミュニティ形成

• 自治体等の都市交通分野での活用支援

• 環境・防災・健康・産業等の他分野活用促進

• コミュニティの更なる育成

• プラットフォームの構築

• 検証等に必要なデータの整備• プレスリリース

• セミナー

地公体

産
学

国

自治体での試行

コンサルでの試行
交通事業者での試行

研究・教育での試行

プロトタイプの貸与
技術的知見の提供

産

地公体

国

学

各主体間の交流と体制構築
先行都市の活用ユースケース

コミュニティ形成の場を提供
フィードバックと継続改善、普及活動

産

地公体

国

学

都市
生活者

ABP
プラットフォーム

本リリース（OSS公開）
プラットフォーム構築等

地方大学等から地域に
沿った丁寧な技術提供

ABS
機能拡張

新たな
アプリ開発

サービス提供 公開講座等

多分野 活用

STEP 3

STEP 1

STEP 2



重点アクションⅠ：国総研ABSの継続改良
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5.重点アクションとステップアップ

国総研ABSのモデル改良

• 最新の生成AI技術等を活用したABSの可能性検討

• 地域の実態データに合わせた、汎用的な補正方法の検討

• 自動車や公共交通の経路交通を把握するための交通シミュレータとの連携

• 居住地選択等を考慮した将来の人口予測との連携

• ケーススタディ・活用事例から挙げられた課題に対する対応 等

R7全国PTデータを活用したシミュレータ構築

• 最新のデータを反映した国総研ABSの更新

実用可能な水準の

シミュレータの構築

ユーザビリティの改善

• データ整備、集計、分析、可視化、予測等に関するABS活用コストの改善

拡張

拡張

更新
最新の傾向を反映したシミュレータへ

各個人の１日の

活動・移動データ

路線別利用者数・

自動車交通量・混雑

居住人口等
都市や交通の取組による

将来人口変化の把握へ

路線単位での公共交通利用の把握へ

BRT等の道路空間再編の評価へ

道路の更新・維持管理等の検討へ

立地モデル
個人の居住地や施設立地を

シミュレーション

ABS

交通シミュレータ
自動車や公共交通等の経路を

シミュレーション

（交通量配分を含む）



重点アクションⅡ：ユースケース・活用事例の蓄積
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都市のスケール

三大都市圏地方中核都市圏地方中心都市圏

活用場面

ダッシュボード
による情報共有

関係者協議
住民ワークショップ

5.重点アクションとステップアップ

都市機能や居住の誘導

や用途地域の設定

都市のコンパクト化により…

送迎に一日30分以上かけて

いる人が●％減少

自動車以外で15分以内で暮ら

せる人が●%増加

移動時間（生活負担）と

コストのトレードオフ関

係を理解

施設集約

★活用に関心のある団体は、国総研HPの問い合わせフォームよりご連絡ください（https://www.nilim.go.jp/lab/jcg/committee_2.html）

中心市街地まちづくり 公共交通の再編 防災対策の検討

Well-being
評価

広域連携

移動時間（経済損失）の増加は？

混雑発生する箇所は？

対応案は何が考えられるか？

インフラ
更新・
維持管理

基幹施策

地域ニーズに応じた実用方法の提示と全国展開

工事

迂回路で時間増

シナリオ
プランニング

想定される活用シーン

狭い道路で混雑

自治体や民間等における、都市交通の政策検討の現場に近いユースケース・活用事例の蓄積を進める。

より多様な主体や場面での活用を促すため、多面的な観点でのユースケース・活用事例の蓄積を進める。

全国の活用シーンを収集整理し事例集として公表する。

https://www.nilim.go.jp/lab/jcg/committee_2.html


重点アクションⅢ：コミュニティの形成・育成
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データ駆動型の共創による都市プランニング体制（アーバンデ

ザインセンター、リビングラボ等）のあり方やその構築支援

出典：「UDCの目指す公・民・学連携のスキーム」https://udc-initiative.com/about/

5.重点アクションとステップアップ

シミュレーション技術の浸透とムーブメント化、実行の体制構築

将来的には、シミュレータ活用のアイデアソン、シミュレー

タ・モデル自体の開発のハッカソン等を開催し、幅広い主体を

巻き込んでいく。

関心層となる主体への認知や技術情報、交流機会の提供を行い

コミュニティの形成を図る。

①コア・ファンづくり

・定期的なミニサロンの企画・開催（例）

a. 自治体・事業者活用編：活用事例等の共有会

b. コンサル技術習得編：プログラムの使い方や

必要なデータ整備等の講習会

c. 大学活用編：教育や研究・地域活動等での活用事例紹介

d. 応用・民間コラボ編：民間技術との連携可能性等

②関心層や応援者を拡げる

・国の都市交通に関する全国会議や地域会議等での周知

https://udc-initiative.com/about/


重点アクションⅢ：コミュニティの形成・育成
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出典：「リビングラボの手引き」 Technical University of Denmark NTT Service Evolution Laboratories

5.重点アクションとステップアップ



重点アクションⅣ：プラットフォームの構築
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プラットフォームのHPの構築と各種情報の蓄積

・シミュレーション技術やデータサイエンスに関する入門・解説

・国総研ABSの情報（ユーザーガイド、Q&AやTips、イベント情報オープンソース等）

・体系化したユースケース・活用事例の紹介（同規模の都市の事例や政策テーマ毎の事例など）

・都市・交通に関わる関連シミュレーション技術・アプリや各種データの紹介

人流ビッグデータ、インプットや検証に必要な公共交通データ等の情報

出典：「交通シミュレーションクリアリングハウス」 出典：「都市交通調査プラットフォーム」 出典：「UDCイニシアチブ」

5.重点アクションとステップアップ

エコシステムの運用に必要なプラットフォームの構築

開発および検証に活用可能なデータの構築と提供

・開発用のデータ：全国PT（国に要申請）、LOS等のインプットデータ

・検証用のデータ：ケーススタディ都市でのLOS等のインプットデータ、比較検証用のPTデータ（集計値）
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6.ロードマップ

国
総
研

R6 R7R5R4 R8以降

活用支援

自治体や民間等に
よる実務での
幅広い活用

運用

＊民間のデータやアプリ企業、大学等

関
心
層

＊

重点アクション

（
都
市
局
）

国
総
研

関
心
層

※

都
市
局

（
都
市
局
）

国
総
研

普及促進
・

体制構築
支援

ケース
スタディ

・
活用事例

重点Ⅱ

ABS
開発

重点Ⅰ

重点Ⅲ

重点Ⅳ

エコシステム

• ケーススタディの蓄積（年数都市）
• 関心層の活用支援

山形都市圏

西遠都市圏

国総研ABS
プロトタイプ開発

R7全国PT調査を
用いた改良

国総研ABS
継続改良

民間や大学等における関連技術開発

プロトタイプ
貸出版

多様なプレイヤー
による改良・

新規開発

本リリース

• 関心層（自治体、コンサル等）による活用
• 地域の技術支援（大学等）

コンテンツの拡充

• プラットフォーム構築、UIの検討
• ベンチマークデータ等整備

コミュニティの形成・育成

ABP
実現戦略

ABS解説
資料公開等

都市交通調査
プラットフォーム

都市交通調査
ガイダンス公表

中間とり
まとめ

※自治体や都市・交通等の民間始業者、及び、サポートするコンサルや地域の大学等
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7.スマートシティへの実装

スマートシティへの実装

スマートシティにおいて、都市経営

の深度化を図るためのアプリケー

ションの1つとしての活用が将来的に

考えられる。

データ連携基盤を通じて人流ビッグ

データや3D都市モデル等の最新デー

タと接続した状態で、 ABSがアプリ

ケーションとして内装されることで、

様々な部署が政策検討に活用しやす

い環境となることが期待される。

ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン

ABS ダッシュボード 都市情報の
可視化

MaaS 避難支援 観光ルート健康サポート

地域課題の解決・

新たな価値の創造へ

様々な都市・住民サービス都市経営の深度化

データ連携基盤

ABSが様々な部署で

活用しやすい状態に

人の移動
データ

人流ビッグ
データ

カメラ・
センサー

移動データ

3D都市
モデル

GTFS 車両データ

都市データ・
交通データ

行政保有
データ

気象・災害
データ

健康・医療
データ

そのほか多様なデータ

データ連携基盤に接続している様々なデータが活用できること

でデータ整備の簡略化・最新データへのアクセスが可能に

ABSの出力をデータ連携基盤に接続する

ことで、他の様々なアプリケーションで

も人の移動データが利用できるように

デ
ー
タ
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１．ケーススタディ事例

２．補足資料

３．参考となる文献リスト

参考



山形都市圏におけるケーススタディ：都市構造シナリオ分析
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参考１.ケーススタディ事例

「現状の都市交通課題が進展した場合」と「各分野で集約に取り

組んだ場合 」で都市構造や暮らしはどのように変化するか？

ネットワーク型コンパクトシティの評価に活用可能

集約を進めることにより、まちなかへ

のトリップ数やバス利用者数のみなら

ず、高齢者の活動や環境、健康等の多

様な観点でプラスの効果を発揮するこ

とが確認できた。

都市のコンパクト化を図る意義を関係

者等と共有していく材料としての活用

が想定される。

シナリオ

2020 2040

現況 趨勢
課題進展シナリオ

・中心市街地の空洞化が進展
・バスの運行頻度減少

集約シナリオ
・居住集約

・施設集約
・バス運行頻度強化

公共交通ネットワーク構築 現況 現況 サービスー サービス＋

人口
配置

誘導区域 現況 趨勢 趨勢 趨勢より増加

それ以外 現況 趨勢 趨勢 趨勢より減少

商業施設
配置

都市機能
誘導区域

現況 現況 利用客減により撤退 趨勢より増加

それ以外 現況 現況 現況 趨勢より減少

将来趨勢 課題進展 集約

※詳細はHPを参照
https://www.nilim.go.jp/lab/jcg/committee
_3.html

分析結果の概要

シナリオの設定

https://www.nilim.go.jp/lab/jcg/committee_3.html


分析結果の概要
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参考１.ケーススタディ事例

予算制約のもとで都市圏の将来課題に対応するため、公共交通の

ネットワーク構築に関する2種類の施策のトレードオフを評価。

投資を同水準とした際の効果の違いを把握

シナリオの設定

シナリオ

2020 2040

現況 趨勢
幹線交通強化
・BRT等のバス幹線

の導入

地域交通強化
・公共交通不便地域へのデ

マンド型サービス導入

公共交通
ネットワーク

構築

バス幹線 現況 現況 サービス＋ 現況

地域交通 現況 現況 現況 サービス＋

人口配置

夜間人口 現況 趨勢 趨勢 趨勢

従業人口 現況 趨勢 趨勢 趨勢

※趨勢との差分

※趨勢との差分

バストリップ数
同じ公共交通施策であっても、施策の打

ち方によって、効果の出る地域や行動が

変化する人の移動目的や属性等が異なる

ことが確認できた。

様々なパターンを試して結果を比較して

いくことで、優先的に取り組むべき施策

を検討するための活用が想定される。

趨勢 幹線交通強化 地域交通強化

幹
線
交
通

地
域
交
通

居住ゾーン別のバストリップ数の変化 目的別のバストリップ数の変化

幹
線
交
通
施
策

地
域
交
通
施
策

地域交通沿線
居住者の利用増加
が顕著

幹線沿線以外の
居住者も広い範囲で
利用が増加

通学及び通勤での
バス利用増加が多い

通勤・通学以外の買物や
私事等の生活の足として
のバス利用増加が多い

※詳細はHPを参照
https://www.nilim.go.jp/lab/jcg/committee
_3.html

https://www.nilim.go.jp/lab/jcg/committee_3.html
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参考１.ケーススタディ事例

分析結果の概要

シナリオの設定

コンパクト化により、外出できない

高齢者の減少、子育て世帯の送迎負

担の減少等の暮らしの負担の軽減、

支援が必要な被災者数の減少等の防

災面での改善可能性を確認できた。

暮らしや防災の観点からのコンパク

ト化の意義の共有とともに、各分野

での具体的な施策を考える意義づけ

及び基礎材料となることが期待され

る。

コンパクト・プラス・ネットワークを推進した際に、高齢者や子育て世帯の暮らしや防災等の観点でどのような効果があるのか？

暮らしや防災の観点からのコンパクト化の評価に活用可能。

趨勢 居住誘導
現況から20年後

を想定

人口の変化のみ

を反映

居住誘導区域の

人口を現況維持

公共交通沿線にさ

らに集約

公共交通強化

都市機能を誘導

沿線誘導

3
4
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%

3
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%
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現況 趨勢 居住誘導 沿線誘導

防災高齢者の活動 子育て世帯の送迎

モビリティの影響により
外出できない高齢者数の変化

10歳以下の子供あり
就業者のうち1日30分以上送

迎を行う人の割合

午前3時滞留人口の
沿線集約シナリオ

の変化率※

天竜川氾濫を想定した場合の
要支援被災者数※

※趨勢シナリオからの変化率、
天竜川氾濫を想定

※65歳以上単身

外出できない
高齢者数が減少

送迎に時間が
かかっている人

が微減
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※詳細はHPを参照
https://www.nilim.go.jp/lab/jcg/committee
_3.html

https://www.nilim.go.jp/lab/jcg/committee_3.html
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参考２.補足資料

ツアー発生回数の選択

ツアー先の活動開始時刻の選択

ツアーの目的地の選択

ツアーの交通手段の選択

立ち寄りの回数の選択

トリップの交通手段の選択

立ち寄りの目的地の選択

立ち寄り先の活動継続時間

ツアー先の活動継続時間

交通サービス（LOS）

施設数

事業所数、店舗数、大規模小売店舗、公共、

医療、保育、教育等

鉄道、バス、自動車、自転車、徒歩の

各交通手段の時間、料金

※鉄道・バスは運行頻度に応じた

待ち時間、端末の徒歩時間も含む

人口

ゾーン別夜間人口、従業人口

シミュレータインプットデータ

各個人の1日のトリップデータ

ABM＊

個人データ生成モデル

個人データ

全国PTデータ

パラメータ

パラメータ

移動実態データ

パラメータ・補正

構築

構築

小サンプルPT調査データ、国勢調査等、

位置情報ビッグデータ（携帯電話基地

局データ等）

補正

※性年齢、居住地、勤務地、

就業状態、免許保有等を付与

＊ 目的は通勤、通学、業務、送迎、通院

買物、私事の7つを考慮

※国総研ABSの詳細は以下のHPを参照
https://www.nilim.go.jp/lab/jcg/committee_2.html

人口、施設数、交通サービスのデータを準備することで実行可能。

必要に応じ移動実態データによるパラメータ補正を行う。
国総研ABSの概要（プロトタイプ版）

：各都市で調達が
必要なデータ

https://www.nilim.go.jp/lab/jcg/committee_2.html
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参考２.補足資料

活用が想定される政策テーマと指標例（1/3）

想定される政策テーマ 分析の着眼点（例） 指標例

都市交通 都市構造

公共交通・
新モビリティ

中心市街地・
ウォーカブル

交通基盤・
都市基盤整備

広域連携

交通行動の変化

• 都市のコンパクト化により公共交通やまちなかの来

訪者数はどのように変化するか？自動車以外の交通手

段で暮らすライフスタイルを送りやすくなるか？

• 公共交通トリップ数

• まちなかのトリップ数、交通手段分担率

• 都市全体の交通手段分担率

• 公共交通サービスの衰退が、人々の外出・移動に与え

る影響は？

• 将来にわたって優先的に維持すべきバス路線は？

• デマンド交通の潜在的な需要はどの地域にあるか？

• どのような都市機能を誘導することで拠点の来訪者数

は増えるのか？どのような人が増えるか？

• どの道路・空間を歩きやすく居心地の良い空間にする

ことで滞在時間、歩行者数の増加に寄与するか？

• 道路や鉄道等の整備が混雑緩和や利便性向上に寄与し、

生活サービスへアクセスしやすい都市になるか？

• 拠点再開発により来訪者がどのように変化するか？

• 病院や文化施設等の広域施設の将来的な利用者数は？

• 施設が統合されることによる不便さの影響は？対応案

として交通面で考えられることは？

• モビリティマネジメント等による公共交通利用促進に

より、ライフスタイルが変わった場合に、都市全体の

道路や公共交通利用にどのような影響があるか？

• ライドシェア等の普及により自動車保有せずとも移動

しやすい環境が整った場合、活動回数や移動時間等の

面で個人の暮らしはどのように変わるのか？

• 公共交通のトリップ数、輸送人キロ

• 性年齢等の属性別の外出率

• 居住地毎の交通手段分担率、活動圏域

• 拠点へのトリップ数、性年齢等の属性別のト

リップ数

• まちなかでの滞在時間、活動回数

• 歩行者数＊

• 自動車トリップ数、自動車交通量・混雑＊

• 鉄道トリップ数、駅間交通量＊

• まちなかのトリップ数

• 施設別のトリップ数

• 性年齢等の属性別トリップ数、移動時間

• 公共交通トリップ数

• 自動車トリップ数、自動車交通量・混雑＊

• 性年齢等の属性別トリップ数、移動時間

＊ ABSだけからは算出できないため交通シミュレータ、人流ビッグデータ等との連携が必要
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参考２.補足資料

活用が想定される政策テーマと指標例（2/3）

想定される政策テーマ 分析の着眼点（例） 指標例

Well-being 高齢者・健康

子育て

多様性

オンライン活動

安全

• 自動車以外の交通手段での不便なく暮らせているか？通

院・買物等の活動が実施できてるか？

• 都市のコンパクト化により、徒歩の移動機会等が増える

ことにより高齢者の健康にはどのような影響があるか？

• 免許有無別の高齢者の交通手段分担率、目的

別トリップ数、15分以内で移動できている人

の割合

• 1日の徒歩トリップ数、歩行距離＊

• 都市のコンパクト化により、保育所や学校、塾等への送

迎負担がどのように変化するか？

• 送迎バス等の取組がどれだけ負担軽減に寄与するか？

• また、親の送迎に依存することなく、子どもが買物や私

事等の活動を行いやすくなっているか？

• 都市のコンパクト化等の取組が、多様な人の多様な暮ら

し方・働き方を支えるようになっているか？

• テレワークやオンラインショッピング等の一層の普及に

より、都市全体の移動はどのように変わるか？

• 個人の移動時間の減少や余暇時間の増加など、ライフス

タイルに与える影響は？

• 道路の整備や道路空間の再編、歩きやすいまちづくり等

が歩行者やドライバーの安全に寄与するか？

• 子育て世帯の送迎トリップ数、送迎時間

• 子どもの自動車トリップ数、移動時間

• 性年齢等の属性別トリップ数、移動時間

• トリップパターンの多様性

• 公共交通トリップ数

• 自動車トリップ数、自動車交通量・混雑＊

• 性年齢等の属性別トリップ数、移動時間

• オンラインも含めた活動回数＊

• 事故件数＊

• 歩行者と自動車の錯綜状況＊

• 水害や津波等の災害想定区域の想定被災者数や要避難支

援者数は？

• 避難場所の確保、避難指示のタイミング、要避難支援者

の避難支援等の防災対策をどのように行うべきか？

• 災害が激震化した場合に備え、土地利用として考えてお

くべきことは何か？

＊ ABSだけからは算出できないため交通シミュレータ、人流ビッグデータ等との連携が必要

• 時間帯別災害暴露人口（滞留人口より算出）、

年齢別世帯構成別の災害暴露人口

• 災害発生後の自動車交通量・混雑状況、避難

にかかる移動時間等＊

防災
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参考２.補足資料

活用が想定される政策テーマと指標例（3/3）

想定される政策テーマ 分析の着眼点（例） 指標例

環境

産業

観光

• 都市のコンパクト化により、自動車のCO2排出量の削減

にどれだけ効果があるか？

• 将来的にテレワーク等が進展した場合、地域ごとのエネ

ルギー消費量はどのように変化しうるか？

• 自動車交通量*、CO2排出量*

• 時間帯別の地域別のエネルギー消費量（滞留

人口より算出）

• 地域経済の核となる産業立地が行われた場合、公共交通

や道路混雑への影響は？

• 経済活動が円滑に行われるためのネットワークは？

• 観光資源間の回遊を促進するための拠点とネットワーク

をどのように形成するか？

• 公共交通利用者数

• 自動車交通量・混雑＊

• 高速ICや都心等の商業地へのアクセシビリ

ティ＊

• 観光客数＊

• 観光客の滞在箇所数、滞在時間、交通手段分

担率、消費金額＊

• 施設別のトリップ数

• 性年齢等の属性別トリップ数、移動時間

• まちなかのトリップ数

• 自動車交通量・所要時間

• 性年齢等の属性別トリップ数、移動時間

• 維持管理に係る工事でどのような影響が想定されるか？

情報提供等でどのような対応策が重要になるか？

• 将来的に道路や橋梁、トンネル等をどのような優先度で

修繕・維持していくべきか？

＊ ABSだけからは算出できないため交通シミュレータ、人流ビッグデータ等との連携が必要

インフラ
維持管理

経済

施設維持管理

道路維持管理

• 将来的な人口動向も見据えて、学校や公民館等をどのよ

うな優先度で統廃合していくべきか？

• 庁舎等の移転が、まちなかの来訪者等の都市に与える良

い影響は？
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多様なシミュレータとの連携・使い分け

立地シミュレータ

各個人の1日の

活動・移動データ

路線別利用者数・

自動車交通量

歩行回遊シミュレータ

速度・混雑

交通シミュレータ

人口 施設数 交通サービス

各分野のシミュレータ（例）

自動車ミクロシミュレータ

避難シミュレータ

中心市街地等における人々の歩行回遊をシ

ミュレーションし、歩道整備や施設立地等の

影響を歩行者数や滞在時間等で評価。

自動車１台1台の動きをシミュレーションし、

車線数削減や交差点改良、交通規制の変更等

の影響を交通量や渋滞長等で評価。

災害発生時からの人の移動をシミュレーショ

ンすることにより、洪水避難対策や津波避難

対策、帰宅困難者対策等を評価。

自動車や公共交通等の経路をシミュレーションし、道路整備や交

通容量運行本数等のサービスレベルの変化の影響を交通量や混雑、

公共交通利用者数等の観点で評価。（交通量配分はここに該当）

用途地域、容積率、

家賃や施設立地支援

個人の居住地や施設立地

をシミュレーションし、

都市計画や交通サービス

等の影響を将来人口や施

設数等の観点で評価。

（土地利用モデルはここ

に該当）

都市計画・政策

アクティビティ・ベースド・
シミュレータ

ABS

アクティビティ・ベースド・シミュレータはあくまで、人口、施設数、交通サービスをインプットとして「各個人の1日の活動・

移動」をシミュレーションするものであり、関連するシミュレータには多様なものがある。

各シミュレータの特徴を把握し、検討したい施策や指標に応じて、ABSと連携したり、使い分けをしていくことが重要である。
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